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１ 結果の概要 

 平成２９年度（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）に報告のあった、施設設置事業者

による大気基準適用施設（廃棄物焼却炉）及び水質基準適用事業場の測定結果等は以下のとおり。 
（１）大気基準適用施設 
ア 排出ガス 
 いずれの施設も排出基準内であった。 

（単位：ng-TEQ/m3N）  

施設の種類 
測定対象施設 

濃度範囲（平均値） 排出基準 
報告済 未報告 休止 計 

アルミニウム合金製造炉 2 0 0 2 0.0034~0.021（0.040） 1 

廃棄物

焼却炉 焼却能力 

4t/時 以上 5 0 0 5 0.000014～0.23 (0.12) 1 

2t 以上 
～4t/時 未満 5 0 1 6 0.0000011～0.068 (0.023) 1 又は 5 

200kg 以上 
～2t/時 未満 21 1 7 29 0.00000024～6.3(0.73) 5 又は 10 

200kg/時 未満 18 7 13 38 0.000029～4.2（0.65） 5 又は 10 

合計 51 8 21 80 0.00000024～6.3（0.56） － 

※排出基準値は、既設炉（平成１２年１月１４日以前に設置）・新設炉（平成１２年１月１５日以後に設 
置）の別、施設の規模により異なる。 

 
イ 燃え殻等及びばいじん 

処理方法により埋立て等の基準適用外となる施設を除き、いずれの施設も処理基準内であった。 
（単位：ng-TEQ/g） 

項目 報告施設数 濃度範囲（平均値） 処理基準 
燃え殻等 37 0.0～2.9 (0.65) 

３ 
ばいじん 41 0.0～0.22（0.019) 

注）基準値：廃棄物焼却炉に係るばいじん及び燃え殻の処理をする場合の基準 
  報告施設数については翌年度に報告が届いた分は除く。 
 
（２）水質基準適用事業場 

水質基準適用事業場のうち、測定義務のある６事業場から報告があり、いずれも排出基準内であった。  
（単位：pg-TEQ／L） 

施設の種類 
測定対象施設 

濃度範囲（平均値） 排出基準 報告

済 未報告 休止 計 



パルプの製造の要に供する漂白施設 1 0 0 1 0.0016 

10 

焼却炉の排ガス洗浄施設・焼却灰貯留

施設 0 0 1 1 － 

下水道終末処理施設（特定施設から排

出される汚水を処理するものに限る） 4 0 0 4 
0.0013～0.076 

(0.0026) 

合計 5 0 1 6 
0.0013～0.076  

(0.0024) 
 
２ 未測定事業場に対する指導 
 平成３０年３月３１日までに測定・報告を実施していない７施設等について、早急に測定・報告を行う

よう指導した。 
 
３ 自主測定結果（個別データ） 

平成３０年９月末日までに報告のあった全施設の測定結果を記載。 
 
【参考】  

 １ 単位  
（１）１pg（ピコグラム） ＝１兆分の１グラム  
（２）１ng（ナノグラム）＝１０億分の１グラム  
（３）TEQ(Toxic Equivalent 毒性等量) 
 ダイオキシン類は種類によって毒性が異なるので、最も毒性の強いダイオキシ（2,3,7,8-TCDD）の毒

性を１として、他のダイオキシン類の毒性の強さを換算して、合計した値で評価する。この場合 に

「TEQ」という単位が使われる。  
 
２ ダイオキシン類対策特別措置法（平成１１年７月１６日法律第１０５号）【抜粋】  
（設置者による測定）  
第２８条 大気基準適用施設又は水質基準適用事業場の設置者は、毎年１回以上で政令で定める回数、

政令で定めるところにより、大気基準適用施設にあっては当該大気基準適用施設から排出される排出ガ

ス、水質基準適用事業場にあっては当該水質基準適用事業場から排出される排出水につき、そのダイオ

キシン類による汚染の状況について測定を行わなければならない。  
 
２ 廃棄物焼却炉である特定施設に係る前項の測定を行う場合においては、併せて、その排出する集じ

ん機によって集められたばいじん及び焼却灰その他の燃え殻につき、政令で定めるところにより、その

ダイオキシン類による汚染の状況について、測定を行わなければならない。  
 
３ 大気基準適用施設又は水質基準適用事業場の設置者は、前２項の規定により測定を行ったときは、

その結果を都道府県知事に報告しなければならない。  
 
４ 都道府県知事は、前項の規定による報告を受けたときは、その報告を受けた第１項及び第２項の測

定の結果を公表するものとする。  
 


